

第一章 アパレルとは

まず、アパレルという言葉本論議中で使用する意味を定義しておきたいと思う。アパレルとは「衣類」という意味で、和服、和装以外の洋服全般のことを指す。アパレル業界とは、日本のファッション界の、一つの区分分けのことを指す。そのアパレル業界は3つに区分することができる。「川上」と呼ばれる繊維、テキスタイル業界、「川中」と呼ばれるアパレル業界、そして「川下」と呼ばれる小売業界である。今回取り上げた3社は「川中」に位置している。アパレル業界を構成するのは、主にアパレル・メーカーやアパレル卸商で、それらと取引、協力関係にある縫製メーカーやニットウェアなど の生産専業メーカーも「川中」に入る。そのアパレル業界の中で売上をとるための戦略 として欠かせない戦略、業態がある。この戦略はアパレル業界にとどまらず、各業界で 注目を浴びている。まずは、そのアパレル業界の流通の流れと基本的な業態や戦略を紹介しようと思う。

1-1　アパレルの定義

アパレルとは、英語で衣服または服装の意味であり「衣服」全般のことを指す言葉

である。したがって、アパレル産業とは衣服産業あるいは外衣産業のことといえる。また、アパレル業界は、日本のファッション界の、一つの区分分けのことを指す。そのアパレル業界は3つに区分することができ、「川上」と呼ばれる繊維、テキスタイル 業界、「川中」と呼ばれるアパレル業界、そして「川下」と呼ばれる小売業界がある。

アパレル業界を構成するのは、主にアパレル・メーカーやアパレル卸商で、それらと取引、協力関係にある縫製メーカーやニットウェアなどの生産専業メーカーも「川中」 に入る。アパレルという用語は 1968 年に翻訳・発刊された『ファッション・ビジネス の世界』などを通じてアメリカから入ってきたものだが、定着したのは、通商産業省(現 経済産業省)生活産業局が 1076 年に発表した繊維ビジョン『明日のアパレル産業 その現況と課題を探る』で使われてからだ。このビジョンでは「これからの繊維産業の 発展は、アパレル産業の発達にかかっている。」と謳いあげた。

アパレルという用語の解釈は人によって一様ではない。ときによってはアクセサリー を含める場合もあるし、衣服の中でも下着類を含めないとする人もいる。この点、アパレル産業の範囲は一概には決められないが、ここでは外衣を主とする衣服も製造か ら流通に関する仕組の総体を指すものとする。

アパレル産業はまた、ファッション産業とも呼ばれる。「ファッション」とは、貴族 等上流社会の衣服を意味した言葉が、その後、一般大衆の服装の流行を指すものに変わり、さらには靴、履物に葬身具から自動車の型にいたるまで「一般化した流行」を 意味するものとなった。今日では、われわれを取り巻く環境や生活そのものにもこの言葉が使われるようになった。

このようにファッションの意味、内容が拡大してくると、アパレル産業とファッショ ン産業を同義語とみなすことには問題がある。しかし、アパレル産業の性格をファッションとの関連でとらえることはこの産業の本 質を理解する上で欠かせないことであろう。というのは、アパレル産業の本質は単に 衣服という「物」の供給よりはむしろその「物」を媒体として、そこに具現された格好の良さとか色、柄も流行というような「情報」を提供することにあるからである。 たとえば、同じ衣服でも流行の初期には 5 万円で売れたものが流行のすたれた後では いくら安くしたとしても売れない、というような事情はその衣服がもはや本来の必需的機能とは別の、人々の美的感覚の訴える要素、たとえば形とかデザインなどそこに 盛られた情報価値に基づいて購入されることを端的に示している。つまり、流行=変化の速度が速ければ速いほどに情報の価値は高くなる。したがって、 流行の移り変わりが激しい現在のアパレルの分野では情報の価値が即商品の価額を決めると言っても過言ではないのである。
そこではまた、この変化の速さファッションの個性に対応し、あるいはこれに伴うリスクの分散を図る仕組みが自然と形づくられることにもなる。たとえばこの業界では多くの場合製品企画機能を担うのは製造業者ではなく、卸小売業に属する流通業者であるが、これらは変化の激しい顧客ニーズに対処するには消費者により近い流通業者のほうが有利なことが基本的な要因となっている。また、いわゆる製造問屋の多くが自家工場を持たないのも、そうした情報価値の希少性、すな わち多品種、少量という商品特性と製造上のスケールメリットとの矛盾を調整する手段とみなすことができる。さらには、マンションメーカーと呼ばれる零細な卸商やブティックのような小規模小 売店の誕生と消滅が象徴する多産多死の土壌もまたそこにあるといえる。「衣服、衣類、服装」のことで紳士、婦人、子供の衣服の総称です。広義ではアクセサリーや靴などの服飾品が含くれます。同義語として「クロージング」や「ガーメント」があります。また転じて服飾メーカーなど製造業者などのこと を指す場合もあります。日本では、岐阜市(岐阜県)などが、アパレルの産地として知られています。 
今日、アパレル産業という言葉は広く浸透しており、誰でも「アパレル」といえば「服 に関係すること」と想像画できる。しかし、日本のアパレル産業は独特の産業を形成し ており、一言では理解しがたいものがある。われわれはまず、この「アパレル」という言葉について定義をした上、議論を進めていかなければならない。 
1-2 　アパレル産業とは
アパレル産業はアパレル企業により構成され、アパレル企業はアパレル生産企業とアパレルメーカーとに大別させる。アパレルメーカーはアパル製造卸売業と呼ばれることもある。製造卸売業は卸売業の範疇に入るが、一般の卸売業とは異なる。テキスタイル(生地)企業から素材である生地 を調達し、専属かそれに近い受託加工工場や協力工場を組織化している。産の機能自体は有していないが、商品企画、素材調達、生産管理などの機能は有して いる。そこで、メーカーと呼ばれるのである。アパレル生産企業は、アパレル製品を製造する企業のことで、一般に自社ブランド を有して企画開発と製造の機能を併せ持つ企業、アパレルメーカーの商品企画など に基づいて生産する企業とがあるが、後者の企業が多い。アパレルメーカーの範囲は格段に広がっている。 さらに、アパレル製造卸とアパレル製造小売業(SPA)という分け方も登場してきたアパレル製造卸はあくまで卸商だが、SPA はアパレル製造と小売業の両方の機能を持った業態だ。つまり、商品の企画、生産、流通、小売りまでを一貫して行う企業で、当然、直営店での販売が主体となる。アメリカのギャップ (GAP)などがその先駆けである。アメリカでは小売業出身の SPAが主体なのに対して、日本ではアパレルメーカー出身のSPAが先行したがいまでは小売業出身のSPAも多く、その差はほとんどない。
日本のアパレルメーカーは90年代初頭のバブル崩壊後、市場規模の縮小と輸入の増 大に見舞われ、再構築を余儀なくされた。ラグジュアリーブランドに代表される高級 品、ファストファッションなどの低価額品との海外企業が相当の市場シェアをまつようになっている。人口の減少による国内市場の縮小に対しては、中国をはじめとする 成長市場、アジアに活路を見出す動きが本格化している。大手企業を中心に中国の主要都市に店舗展開するところが増えているが、収益のあるビジネスモデルをいかに確立させるかが課題となっている。
繊維産業が消費者志向型産業に脱皮するためには、最終製品を完成させるアパレル(衣服)製造業が主役にならなければならないから、これを育成強化することが、この答申の一貫した方針ともなっている。この答申によって、これでも長い間無視され続けてきたアパレル製造業、衣服製造業がとりあげられ、これが政策の中心となった。安定確保、海外投資の秩序ある促進、などを挙げているが、これらの項目の大半がアパレル製造業を対象としているか、または深い関連のあるものばかりであるアパレル産業が発展した理由はいくつかある。第一は、消費が拡大して既製服の需要が大きくなったことである。この時期に既製服の比率がほとんどの服種で90%台に達し、かつて主流だったオーダー服などが縮小した。中でも婦人服の市場が紳士服を はるかに上回る規模に成長し、「ファッションと言えば婦人服」というほどの存在になった。第二は、百貨店の売り場が全国に広がったことである。百貨店は売れ行きが好調な 既製服の売り場を広げた。また婦人服専門店が、次々と誕生したファッションビルに出店して、全国にチェーン店を持つ NCに 発展し、日本中に「東京ファッション」を普及させた。ちょうどこの時期にファッシ ョン雑誌が次々に創刊されたことも、アパレル産業の成長を後押しした。 第三はアパレル業界が単なる「衣服産業」から「ファッションビジネス」へと大 きく変身し始めたことだ。1975 年に発足した東京ファッション・ウィークをはじめ、業界団体などの主催によっていろいろなファッションイベントが全国各地で開かれ、 トレンドをとりこんだファッションの提案を競い合うようになった。また、様々なデザインコンテストが始まったことがファッション性を重視する流れを加速させた。縫 製機器の分野では自動化に向けた技術が進んで、立体裁断技術が導入され始りまりました。
ここのでは、アパレル産業および繊維産業の全体図を見ながら大まかにではあるが、生産の流れと流通の流れを述べてきたがここではこれらのアパレル産業に関わる各企業を川上・川中・川下という流れを追いながら個別にその概要を述べていく。繊維製品の主原料は繊維で出来ているのであるが、しかしながら繊維を利用しているのではなく、繊維が糸となり、糸が織編物となり、染色の整理をされて、初めて繊維製品の素材となり、縫製・裁断の工程に入るのである。 これらの原料は国内で調達される場合と国外で調達される場合がある。一言で糸の原料と言っても多くの種類があり、科学繊維の原料供給業者や、綿花、羊毛などの天然繊維の供給業者があるが、これらの原料供給業者が糸メーカーに糸の原料となる資源を供給する。原料供給業者とはこの業務を専門に行っている企業も、また大手商社の様に原料調達から製造までを一気に請け負っている場合もあり、多岐に渡っている。 日本では調達できない原料も多々あり、輸入されている原料も少なくない。かつて日本で栄えていた養蚕業も現在では衰退しており、絹の原料となる蚕は現在日本で育てられておらず、ほぼ100%を輸入に頼っている。自社で所有する繊維原料製造現場から得た繊維原料を日本に輸入しているというパターンも見られる。 
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